
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

(注) １ 人件費には、使用者が負担する共済費のほか、特別職の給料及び市議会議員や各種委員の報酬等が含まれています。

     ２ 記載の数値は「地方財政状況調査」の普通会計決算によるものです。

     ３ 歳出額欄（  ）内の数値は、歳出総額から前年度繰上充用金（本年度は０円）を除いた実質的な22年度の歳出額です。また、

      人件費比率欄（  ）内の数値は、実質的な歳出額に占める人件費の割合です。

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

人

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

      ２　職員数は平成２２年４月１日現在の人数です。

    　３  記載の数値は「地方財政状況調査」の普通会計決算によるもので、事業費支弁に係る職員分を含みます。

(3) 特記事項
○　平成２２年度の人件費については、財政再建計画により次のとおり給与を削減しています。

期末手当役職加算

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

839,677
( 10,671,749 ) 

区　分

区　分

２２年度

　　　　　　Ａ

人　

職員数

　　　　　千円

（参考）類似団体平均一人 当たり
給与費　B/A

給 与 費

　　　　　　　千円

( 7.9 ) 

　　　　　千円 　　　　　　　　　　　％

1.9

　　　　　　％

517,316

支給率を回復（課長職 2.5％ ⇒ 10％、主幹職 2.5％ ⇒ 5％）

歳出額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（２２年度末）

夕張市の給与・定員管理等について

人件費率 （参考）

( 8.3 ) 
10,839

7.9

一人当たり給与費

10,671,749

給　 料

　　　　　Ｂ／Ａ　　　　　　　　　Ｂ

実質収支 人件費

２１年度の人件費率

２２年度

項 目

基　本　給

期 間

一般職職員の給料月額の平均２０％削減 Ｈ22.4.1から当分の間

期末勤勉手当

Ｈ19.4.1から当分の間

Ｈ21.12.1から当分の間期末手当の支給月数１ヶ月削減（年間支給月数 ３．１５月）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

      ２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

123

削 減 の 概 要

管理職手当
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２　一般行政職給料表の状況（２３年４月１日現在）
（単位 ： 円）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものです。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２３年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

  平成２２年４月から本市には技能労務職に該当する職員はいません。

(注) １   「平均給料月額」とは、２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

２

(2) 職員の初任給の状況（２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

352,805

326,61143.7

国

129,592124,900

区 分

  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養、調整、住居、時間外勤務等などのすべての諸手当の額を合計したものであり、
地方公務員給与実態調査において明らかにされています。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等が含まれていないため、比較の
ため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

382,497

151,400 159,285

夕張市

257,175198,460

北海道

１０年以上１５年未満

172,200

373,413

６ 級

２０年以上２５年未満１５年以上２０年未満

227,885 259,317大　学　卒

232,467

区　　　         分

一般行政職

45.3

大　学　卒

395,579

高　校　卒

285,692

140,100

北海道

42.3 327,205

団体 43.9

259,613

平均給与月額

区　　　分

国

平均年齢

夕張市

325,626

３ 級 ４ 級

平均給料月額

５ 級

289,200

類似

397,723-

一般行政職

高　校　卒

222,900 261,900

390,500

１ 級 ２ 級

135,600 185,800

327,401

320,600

403,000 425,100

平均給与月額
（国ベース）

288,046

243,700 309,400 356,600
最高号級の

給料月額

１号給の

給料月額
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４　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（２３年４月１日現在）

（注）１　上の表は夕張市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（注）１  １９年４月１日に９級制から６級制に給料表を改正しています。旧１・２級は１級に統合、旧４・５級は３級に統

        合し、旧９級（部長級）は廃止としました。

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

　

34.5

14.9

主幹の職務
　　　　　　　　％

6.9
　　　　　　　　％

職員数区　　分

２　　級
5.7

３　　級

  平成19年4月1日から国と同じ給料表を導入。勤務成績の昇給への反映については、評価制度自体が未整備のため今後の検討課
題としています。

６　　級

　　　　　　　　人

課長の職務

10

　　　　　　　　％

11.5

5

５　　級
　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

30
　　　　　　　　％

26.4

　　　　　　　　％
主任の職務

標準的な職務内容

１　　級

13

構成比

４　　級

　　　　　　　　人

23

6
　　　　　　　　人

主査の職務

定型的な業務を行う職務

　　　　　　　　人

高度な知識又は経験を必要とする業
務を行う職務

　　　　　　　　人

１級 7.5% １級 6.9% 

１級 0.5% 

２級 6.1% ２級 5.7% 

２級 2.9% 

３級 29.9% ３級 34.5% 

３級 5.8% 

４級 31.3% ４級 26.4% 

４級 16.8% 

５級 10.2% ５級 11.5% 

５級 18.3% 

６級 15.0% ６級 14.9% 

６級 21.2% 

７級 10.1% 
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５　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（22年度） １人当たり平均支給額（22年度）

千円 千円
（22年度支給割合） （22年度支給割合） （22年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　　 ５～１５％ ・役職加算　　   ５～２０％ ・役職加算　     ５～２０％

※19.4.1から当分の間凍結 ・管理職加算　１０～２５％ ・管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員の支給割合です。

(2) 退職手当（２３年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

 加算措置無し ・定年前早期退職特例措置　（２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (5) 時間外勤務手当

千円

円

千円

円

21.00

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

支給実績（２２年度決算）

国

31.00

33.5031.00

31.00

39,893

59.28

１．４

（0.7）

36.00

26.25

夕張市

(1.45)

23.50

１．７５

836

（1.5）

2.6

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

北海道

36.00

36.00

28,670

270,463

28,837

257,469

支給実績（２１年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

9,973

59.28

41.34

（1.45）

59.28

-

1.35

47.50

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

２．６０

30.55

１．３５

（0.65）

国夕張市

1,582

(0.65)
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(6) その他の手当（２３年４月１日現在）

・配偶者 円 円
・扶養親族（配偶者を除く）

円

・借家等（国） 円

・交通機関利用者 ・機関（国） 円

　定期乗車券の額

・交通用具利用者 ・用具（国）

・管理職の職員 円

    給料月額に職に応じて

  次の率を乗じて得た額

  ・課長10％

  ・総括主幹8％

  ・主幹5％

  ・消防長12％

  ・消防署長11％

・世帯主で扶養親族有 円

月額 円

・その他の世帯主

月額 円

・その他の職員

月額 円

12,226

2,282

限度２７，０００
円（月額１２，
０００円以上）

内容及び支給単価手　当　名

13,000

6,500

・借家等の場合

扶 養 手 当

　家賃の額に応じて１７，００
０円を限度に支給（家賃月額
７，０００円を超える者に限る）

（１６歳から２２歳までの子は１
人に付き５，０００円加算）

住 居 手 当

管 理 職 手 当

通 勤 手 当

異

　自動車等の使用距離に応
じ２，０００円～１３，７００円の
範囲で支給

異

14,251

千円

管理監督の
地位にある職
員のうち、規
則で指定する
職員に月額
46,300円～
139,300円を
定額支給

異

26,380

14,580

寒 冷 地 手 当

千円

6,683

千円

支給実績国の制度と

190,125

千円

57,609

国の制度
との異同 （２２年度決算）異なる内容

382,047

千円

101,074

支給職員１人当たり
平均支給年額

同 16,160

（２２年度決算）

221,370

運賃相当額
（限度５５，００
０円）

使用距離に
応じ２，2００円
～２４，５００円

10,340

同
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６　特別職の報酬等の状況（２３年４月１日現在）

円 円    ／ 円

（ 円）

円 円    ／ 円

（ 円）

円 円    ／ 円

（ 円）

円 円    ／ 円

（ 円）

円 円    ／ 円

（ 円）

月分

月分

(1期の手当額） 　（支給時期）

（給料月額）×（１００分の５３１．３）×（在職年数） 円 任期満了毎

（給料月額）×（１００分の３３５．５）×（在職年数） 円 　　　〃

 特別職の退職手当については、当分の間支給しません。

（注）１　給料及び報酬の（      ）内は、減額措置を行う前の金額です。

７　職員数の状況
　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

  業務量減による体制見直し

  体制強化

  体制強化

＜参 考＞

  人口１万人当たりの職員数 人

 （類似団体の人口１万人当たりの職員数 人）

＜参 考＞

  人口１万人当たりの職員数 人

 （類似団体の人口１万人当たりの職員数 人）

  

＜参 考＞

  人口１万人当たりの職員数 人

＜参 考＞

  人口１万人当たりの職員数 人
（注）１　職員数は定員管理調査の部門別職員数（教育長を含む）に計上された人数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

2

1

18.45

136.54

  組織見直し

4

69.19
72.43

△ 1

73

2

11

2

　　（２３年度支給割合）

118.09

1

18,319,224

2.45

124

2

40

0

200,000

普
通
会
計
部
門

11

40

備           考

議 長

0

0

0

　　（２３年度支給割合）

農 林 水 産

土 木

[ 171 ］

小　計

14

0

1

0

1

0

0

4

市 長

副 議 長

計

総 務 企 画

税 務

民 生

衛 生

商 工

消 防 部 門

労 働

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

128

14

4

19

5143

20

2 1

小　計

国保・介護・老保

下 水 道

水 道

148

[ 0 ］
合　　計

[ 171 ］

13

5

教 育 部 門

0

75

2

13

3

一
般
行
政
部
門

32

職 員 数

議 会

 　　 ２  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年）勤めた場合における退職手
       当の見込額です。

9

副 議 長

249,000

699,000

862,000

区 分 給 料 月 額 等

750,000副 市 長

給
料

9

9

311,000

平成２３年

450,000

545,000

249,000

259,000

230,000

94.86

報
酬

議 長

200,000

副 市 長

230,000

382,000

議 員

市 長
期
末
手
当

（ 算 定 方 式 ）退
職
手
当

市 長

9,380,580

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

議 員

副 市 長

主な増減理由

2.45

32

180,000

対前年
増減数平成２２年

259,000

（参考）類似団体における最高／最低額

474,000

180,000

940,000

2

9

332,000

5 0

2 2
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(2) 年齢別職員構成の状況（２３年４月１日現在）

　

(3) 職員数の推移

（単 位 ： 人 ・ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

39歳

60歳

人

計

人 人

40歳 44歳

7

人 人

55歳43歳 47歳

～

28歳

59歳

52歳 56歳

51歳

147

人人

17

～

以上

～ ～

人

48歳32歳 36歳20歳

～～

24歳

23歳

20歳

27歳 31歳

～～

35歳

職員数

～

222

人

区　分

～

未満

人 人 人

                   年   度

 部門別

2 010

人

11 25 13 20 18

11 1313

73

40

２２年 ２３年

184 90 78 76

１８年 １９年 ２０年 ２１年

一般行政

教       育 37 13 13

38 37 40消       防 49

19 20

過去５年間

の増減数（率）

△ 59.2

△ 64.9

124

75

40

128

公営企業等会計計 130 25 21 19

128 129普通会計計 270 141

148 143 148 △ 252総合計 400 166 149 △ 63.0

△ 109

△ 24

△ 9

△ 142

△ 110

△ 18.4

△ 52.6

△ 84.6

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比 

５年前の構成

比 

% 
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８　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

    ア　決算

人 千円

（注）１　職員手当には退職給預金を含まない。

      ２　職員数は、２３年３月３１日現在の人数です。

イ　特記事項

平成２２年度においては、財政再建の一環として職員の給与を次のとおり削減しています。

期末手当役職加算

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２１年度支給割合） （２１年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　　 ５～１５％ ・役職加算　　　　 ５～１５％

※19.4.1から当分の間凍結 ※19.4.1から当分の間凍結

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

317,908

基　本　給 一般職職員の給料月額の平均２０％削減

削 減 の 概 要

２２年度

（参考）総費用に占める職員
給与費の比率

職員給与費

２１年度の総費用に占める
職員給与費の比率

223,000

1.40

901

（0.7）

836

1.75

366,719

36.7

（0.7）

1.75

（1.5）

1.40

期末勤勉手当

管理職手当

基本給 平均月収額

支給率を回復（課長職 2.5％ ⇒ 10％、主幹職 2.5％ ⇒ 5％）

　　　　　　区　　分

期末手当の支給月数１ヶ月削減（年間支給月数 ３．１５月）

平　均　年　齢

総費用

22,934 8.0

給　 料

項 目

％　

一人当たり給与費

6,567

一人当たり
給与費　B/A

期 間

（参考）類似団体平均

Ｈ22.4.1から当分の間

　　　　　　Ｂ／Ａ

期末・勤勉手当

4,6401,945

千円

7.5

千円

千円　

Ｂ　

千円　

純損益又は実質
収支区分

Ａ  

546,495団 体 平 均 45.6

１人当たり平均支給額（２２年度）

夕張市 夕張市行政職

夕 張 市

％　　　　

計  Ｂ

千円

（1.5）

3,540 18,561

千円

Ｈ19.4.1から当分の間

職員手当

千円

13,076

１人当たり平均支給額（２２年度）

Ｈ19.4.1から当分の間役職加算を凍結

Ｈ21.12.1から当分の間

　　　　千円

給 与 費

87,212

　　　　　　Ａ

4

285,658
２２年度

区分 職員数
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イ　退職手当（２３年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

 加算措置無し  加算措置無し

１人当たり平均支給額　　　　記載対象なし １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額です。

オ　時間外勤務手当

千円

円

千円

円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

390,840

102,400

（２２年度決算）

225,000

0

35,718

平均支給年額
支給職員１人当たり

夕張市行政職

21.00

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

夕張市

31.00

21.00

31.00 36.00

26.25

扶養手当

住居手当

通勤手当 143 千円　５頁（６）　「その他の手当」と同じ」

410 千円

管理職手当

寒冷地手当

391 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

31.00

36.00

26.25

36.00

千円

（２２年度決算）

450 千円

0

手　当　名 内容及び支給単価

支給実績（２２年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

支給実績（２１年度決算）

一般行政職
の制度との
異同

36.00

31.00

31.00

36.00

66,587

553

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績

9,973

133

184,285

36.00

39,893

31.00

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年
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